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ワイヤレス IoTの利活用者に係る検定試験に対する総務省後援の運用方針（案） 
 
 

令和２年 7 月 XX 日 
総  務  省 

 
 
ワイヤレス技術の急速な進展により、ローカル５G や LPWA といった新たなワイヤレス活

用ニーズが増えており、IoT を活用した電波の利用が活発化している。これに伴い、物流や製
造業といった様々な分野においても電波を活用した新たなサービスが提供されるなど、電波利
用の裾野が拡大している。このため、これまで電波利用システムの構築や運用経験がなかった
自治体や企業といった新規ユーザ等（以下、「ユーザ企業等」という。）が、自らネットワーク
の構築に関わる機会が増えている。 
一方で、ワイヤレス技術の活用に当たっては、他の無線システムへ有害な混信を与えること

なく効率的に電波を使用することが求められるが、必ずしも電波法に基づくルール等の必要な
知識がユーザ企業等にあるわけではない。 
このような状況に対応するため、ユーザ企業等がワイヤレス IoT を利活用するための基礎

知識や能力を有していることを認定するために実施する検定試験（以下「検定試験」という。）
について、以下の運用方針により総務省が後援する。 
 
 
１．検定試験に対する総務省後援の理由 
 
検定試験は、ユーザ企業等を対象にワイヤレス IoT を活用するために必要な一定の知識を

有する者の育成を目的として行われるものであり、これは電波の有効利用の促進に資するもの
であるため、資格の取得を推奨するための後援を行うものである。 
 
 
２．検定試験に対する総務省後援の運用方針 
 
検定試験に対する総務省後援の運用方針は、次のとおりとする。 

 
（１）検定試験の主催者 

次のいずれにも該当し、かつ、主催者及び関係者が信用し得る者であること。 
 

ア 公益社団法人若しくは公益財団法人又はこれらに準ずる団体 
イ ワイヤレス IoT、電波制度等に係る専門的な知見を有する者 
ウ 検定試験を円滑に運営する組織・体制を構築できる者 
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エ 個人情報の保護に関する法律(平成１５年法律第５７号)に基づき、受験者等の個人情
報について適正管理を行い、かつ、検定試験の出題、採点等に係る機密性を保持できる
者 

 
（２）検定試験の内容 

検定試験が次のいずれにも適合するものであること。 
 
ア 検定試験の目的が「１．検定試験に対する総務省後援の理由」の趣旨に合致するもの
であること。 

イ 検定試験が、以下の各項目を踏まえて特定の項目に偏ることなく作成されたものであ
り、かつ、検定試験の内容が特定のワイヤレス IoTシステムに偏った知識等を問うもの
でないこと。 

(ｱ) IoT に関する基礎的な知識 
(ｲ) IoT の運用に関する基礎的な知識 
(ｳ) 無線通信に関する基礎的な知識 
(ｴ) ネットワークに関する基礎的な知識 
(ｵ) セキュリティに関する基礎的な知識 
(ｶ) データ収集やその活用方法に関する基礎的な知識 
(ｷ) 「電波法（昭和２５年法律第１３１号）」、「個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号）」を含む関係法令及びガイドラインの基礎的な知識 
(ｸ) その他電波の有効利用の促進に資する基礎的な知識  

ウ 検定試験により認定された資格は更新制であること。 
エ 検定試験の受験者募集に当たっては、全国を対象としてこれを行うものであること。 
オ 検定試験に係る経費についての資金計画が十分なものであること。 
カ 営利を主たる目的とせず、検定試験に係る料金は、利益を上げないことを前提として、
適正な原価に基づき算定されたものであること。 

キ ワイヤレス IoT サービスを提供する特定の電気通信事業者その他特定の団体等の宣
伝に利用されるおそれのないものであること。 

ク 検定試験においては、事故防止・公衆衛生対策等に十分な措置が講ぜられているもの
であること。 

 
３．検定試験に対する総務省後援の手続  

 
検定試験に対する総務省後援は、以下の手続により行う。 

 
（１）申請 

検定試験に対する総務省後援の承認を得るに当たり、主催者は、検定試験の少なくとも一
月前（ポスターその他の印刷物、ホームページ等に総務省の後援の名義を印刷、表記する場
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合には、その一月前）までに、総務大臣あての申請書（別紙様式）正副各１通を総合通信基
盤局電波部電波政策課に提出しなければならない。この場合において、当該申請書には、以
下の書類を添付するものとする（申請書又は添付書類の作成に当たっては、検定試験の主催
者及び検定試験の内容について、「２．検定試験に対する総務省後援の運用方針」に適合し
ていることが確認できるよう留意すること）。 

 
ア 検定試験の概要（目的、日時、対象者、会場、試験料、試験内容、事故防止・公衆衛
生対策、総務省以外の後援名義使用を申請している団体等）を明らかにする書類 

イ 検定試験の収支予算書 
ウ 定款・寄附行為、会則、役員名簿、活動状況等、主催団体の性格及び内容を明らかに
する書類 

 
（２）承認 

ア 検定試験に対する総務省後援の承認に係る審査は、「２．検定試験に対する総務省後
援の運用方針」に基づいて実施し、主催者に対して審査の結果を通知する。 

イ 主催者は、後援の承認の通知を受けた時点から、主催者が実施する検定試験に関し、
総務省後援の名義を使用することができる。 

ウ 主催者は、承認後においても、本運用方針の趣旨に反する行為を行ってはならない。
当該行為を行っている場合、又はその疑いがある場合には、総務省は主催者に対し当該
行為の中止を文書により勧告する。 

エ 主催者が上記ウの勧告に従わない場合は、総務省は後援名義の使用を取り消すものと
する。 

オ 主催者は、申請時の計画を大幅に変更する場合は、事前にその内容及び理由を総務
省へ報告するものとする。 

 
（３）結果報告 
主催者は、検定試験の終了後、速やかに検定試験の実施内容、収支決算その他必要な事

項を記載した結果報告書を提出するものとする。なお、総務省は本運用方針の範囲内で必
要と認める事項について、報告を求めることがある。 
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別紙様式 
 

年   月   日 
総務大臣 殿 

郵便番号 
（ふりがな） 
住  所 
（ふりがな） 
氏  名（自筆で記入したときは、押印を省略 
     できる。法人にあっては、名称及び 

代表者の氏名を記載することとし、 
代表者が自筆で記入したときは、 
押印を省略できる。）     印 

連 絡 先（連絡のとれる電話番号等を記載す 
ること。担当部署等がある場合は、 
当該担当部署名等を記載すること。） 

 
 

ワイヤレス IoTの利活用者に係る検定試験に対する 
総務省後援の名義使用の承認申請について 

 
 
「ワイヤレス IoT の利活用者に係る検定試験に対する総務省後援の運用方針」（令和２年〇

月〇日、総務省）に基づく検定試験に対する総務省後援の名義使用の承認を得たいので、下記
のとおり関係書類を添えて申請します。 
 

記 
 
１  検定試験の名称 
２  検定試験の趣旨・目的 
３  検定試験の期間（期日）及び場所（使用施設等） 
４  検定試験の主催団体、共催団体、後援（協賛等）団体 
５  検定試験の概要（注） （対象者、試験内容、試験料、募集方法等） 
６  総務省への後援申請の理由（新規申請のみ） 
７  後援名義の使用方法 
８  他府省、後援（協賛等）団体への後援（協賛等）申請状況 
９  主催（実施）団体の性格・内容を示す書類 

（定款・寄附行為、会則、役員名簿、活動状況等） 
１０  検定試験収支予算書 
１１  その他必要と思われる書類 

（注）検定試験の概要については、上記要件を満たす企画書等の添付をもって代えることができる。 


